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調査結果を受けて（8団体コメント）
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この度、障害福祉事業所等を会員とした8団体合同で、「障害福

祉分野の幅広い職種の賃上げ及び障害福祉事業所の経営状況等調

査」（以下、本調査）を実施した。

我々8団体では、昨秋・今春と賃上げ状況等について合同調査を

行っており、結果に基づく現場の窮状を国や社会に対して訴え、懸

命な要望活動を展開してきた。

国には状況のご理解をいただき、処遇改善については、令和8年

度期中報酬改定等によって、対象職員・事業の拡大を含んだ拡充が

図られた。

このことは大変ありがたく受け止めており、支援策の活用により

各現場での賃上げが着実に進んでいることが、今回の調査からも明

らかになっている。

しかしながら、全産業での賃上げは障害福祉分野を上回っており、

大きな賃金格差は依然として埋まっていない。

また、一方で、食費を中心に長引く物価高騰は事業経営に確実な

ダメージを与えており、赤字事業所の多さや現場の声からも、もは

や経営努力だけでは乗り切れない実情が、本調査の結果にも表れた。

介護分野では、令和8年度報酬改定において、障害福祉分野を上

回る処遇改善とともに物価高騰対策が講じられる一方で、障害福祉

分野では同様の物価高騰対策が盛り込まれなかったことに加え、

「臨時応急的な見直し」として一部事業の基本報酬の引き下げが行

われている。

最低賃金のさらなる引き上げもあるなかで、障害のある方や地域

社会のニーズに日々向き合い、適切な事業運営に尽力している障害

福祉事業所の経営環境は一段と厳しさを増しており、今般の令和9

年度報酬改定での対応は今後の事業・経営の継続にも影響する。

障害のある方にこれからも質の高い支援を続けていくためには、

現場で働く職員の確保・定着に向けた抜本的な処遇改善と、物価高

騰対策をはじめとした事業経営の安定化が不可欠であり、令和9年

度報酬改定を念頭に、国において予算を確実に確保いただく必要が

ある。

調査結果を踏まえ、国には下記4点を緊急に提言・要望する。

1. 全産業と遜色ない処遇水準に向けた報酬等の引き上げと

処遇改善施策の制度間一元化

2. 食費等の物価高騰に対応するための財政支援の拡充

3. 報酬への賃金スライド制・物価スライド制の導入

4. 障害福祉事業の安定継続に向けた経営基盤の確保と

施設整備支援の強化

障害福祉事業者がこれからも障害児者の暮らしを守り、希望する

生活を支え続けるために、国には格段の配慮をいただくよう、強い

危機感をもって表明する。

令和8年10月19日

日本知的障害者福祉協会・全国社会就労センター協議会

全国身体障害者施設協議会・全国社会福祉法人経営者協議会

全国身体障害者福祉施設協議会・日本相談支援専門員協会

全国介護事業者連盟・全国児童発達支援協議会



調査結果から見えた障害福祉現場の実態

賃上げ

⚫ 障害福祉事業所は、拡充された処遇

改善加算等を活用して、賃上げ・

ベースアップを着実に進めている。

⚫ しかしながら、全産業との賃金差は

ほとんど変わっておらず、依然大きな

賃金格差がある。

物価高騰

⚫ 物価高騰の影響は、とくに食費で顕著

で、光熱水費も微増している。

⚫ 入所施設における食費・光熱水費は

基準費用額を大きく上回り、施設が

持ち出している状況。

⚫ 重点支援地方交付金では、物価高騰分

のカバーが至っていない。

経営状況

⚫ 赤字事業所は、直近単月では5割超。

⚫ 8割超の事業所が、必要な修繕や災害

対策の施設整備が困難になっている。
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調査結果を踏まえた提言・要望
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人材を確保し、障害のある方に質の高い福祉サービスを継続するため、

令和9年度報酬改定において、

処遇改善の抜本的な拡充とともに、事業所への物価高騰対策・経営支援をいただきたい

1. 全産業と遜色ない処遇水準に向けた
報酬等の引き上げと処遇改善施策の制度間一元化

➡ 人材確保・定着に向けて、まずは全産業との賃金格差を
解消するため、基本報酬・処遇改善加算等の大幅な引き
上げが必要。

➡ 処遇改善の対象職種が広がり、経営の裁量は拡大された
一方で、人事院勧告ベースの保育分野や、改善幅に差が
生じた介護分野など、制度間の格差は残る。
多角経営する社会福祉法人等では、職員への公平感を
もった処遇に苦慮し、法人持ち出しでの対応も行って
おり、仕組み・運用の制度間一元化が必要。

2. 食費等の物価高騰に対応するための
財政支援の拡充

➡ 食費・光熱水費の高騰の状況を踏まえ、介護分野では
対応された基準費用額の引き上げが障害福祉分野に
おいても不可欠。

➡ 食事提供体制加算額の引き上げは必須で、加算の恒久化
も検討が必要。

➡ 財政支援は、自治体への交付金のみではなく、介護分野
の補正予算事業と同様に、補助金など支援が事業所に
確実に行き渡る仕組みにしていただきたい。

3. 報酬への賃金スライド制・物価スライド制の
導入

➡ 賃上げ基調やさらなる物価高騰も想定されるなかで、
他産業の後追いでは人材流出が続いてしまう。

➡ 全産業の賃上げや人事院勧告、また物価指数に毎年連動
する仕組みを導入すべき。

4. 障害福祉事業の安定継続に向けた
経営基盤の確保と施設整備支援の強化

➡ 障害児者に質の高い支援を安定的かつ継続的に提供する
ため、また複雑化が増す加算対応事務負担を踏まえ、
基本報酬の引き上げによる経営基盤の確保が重要。

➡ 必要な修繕や災害対策に向けた施設整備支援の一層の
強化が必要。
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調査概要
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実施団体 公益財団法人 日本知的障害者福祉協会
社会福祉法人 全国社会福祉協議会

全国社会就労センター協議会
全国身体障害者施設協議会
全国社会福祉法人経営者協議会

全国身体障害者福祉施設協議会

特定非営利活動法人 日本相談支援専門員協会

一般社団法人 全国介護事業者連盟

一般社団法人 全国児童発達支援協議会

調査期間 令和8年9月18日～10月5日

回答数 1,731事業所

社会福祉法人

87.6%

営利法人

5.8%

特定非営利活動法人

2.5%

社会福祉協議会

2.1%

都道府県・市区町村等

0.4%
その他

1.5%

経営主体

訪問系・日中活動系・施設系

43.5%

居住支援系・訓練系・就労系

30.2%

相談系

17.4%

障害児系

8.9%

サービス類型（複数回答）



賃上げの状況 ≫正社員1人あたり（令和8年度）

令和8年度報酬改定での処遇改善加算の拡充等により、賃上げ・
ベースアップは一定進んでいる

全産業との賃金差はわずかに縮まったが、依然、大きな格差

➡現行の加算水準にとどまらない抜本的な処遇改善が必要
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807,087 

障害福祉分野

令和8年度の賞与・一時金
（年額見込み／円）

賃上げ額

13,433 

賃上げ額

16,400 

ベア分

8,312 

ベア分

11,510 

障害福祉分野 全産業(春闘)

令和8年度の賃上げ額（月額／円）

4.87%

5.25%

4.74%

5.01%

障害福祉分野 全産業(春闘)

賃上げ率

令和7年度 令和8年度

(※)前年
所定内給与

賃上げ月額
（平均）

賃上げ率

令和8年度 259,900円 12,318円 4.74%

令和7年度 251,800円 12,258円 4.87%

※前年所定内給与は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」に基づく
障害福祉分野の令和6・7年の金額に基づき算出

0.27
ポイント差約3千円差



賃上げの状況 ≫各職種1人あたり月額（令和8年度）
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12,599 

8,090 

賃上げ額 うちベア分

福祉・介護職

12,568 

8,257 

賃上げ額 うちベア分

看護職

11,539 

6,982 

賃上げ額 うちベア分

リハビリ専門職

13,829 

8,629 

賃上げ額 うちベア分

サービス管理責任者

13,060 

8,015 

賃上げ額 うちベア分

相談支援専門員等

12,656 

7,821 

賃上げ額 うちベア分

事務職

13,481 

8,972 

賃上げ額 うちベア分

児童発達管理責任者

（単位：円）

処遇改善加算の
対象拡大等により、
各職種での賃上げ・
ベースアップが一定
進んでいる



賃上げの状況 ≫各職種1人あたりの賞与・一時金（令和8年度）

令和8年10月 障害福祉分野の賃上げ・経営状況等調査 9

763,670 

福祉・介護職

901,287 

看護職

834,058 

リハビリ専門職

835,870 

相談支援専門員等

886,871 

事務職

1,012,635 

サービス管理責任者

888,592 

児童発達管理責任者

（単位：円）



（参考）全産業との賃金格差

厚労省「第55回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」（令和8年4月28日）資料４から抜粋し、一部追記 10

7.8万円差

7.7万円差

差は千円縮まったが
依然、全産業とは
大きな賃金格差



物価高騰等の状況 ≫電気代・ガス代・燃料費（1事業所あたり月額）

電気代・ガス代・燃料費は、各種支援策が講じられるなかでも毎年微増

➡事業所への財政支援の継続・拡充が必要
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38.5万円
40.3万円 40.5万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

電気代

16.2万円 16.8万円
18.0万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

ガス代

20.3万円
22.1万円 22.6万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

燃料費



物価高騰等の状況 ≫給食関係費（1事業所あたり月額）

給食関係費は、材料費・人件費・業務委託費とも毎年高騰

➡引き続き、利用者に良質な給食が提供できるよう、
介護分野にもならい、事業所に確実に行き渡る形での財政支援が必須
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108.5万円

117.6万円
122.5万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

給食用材料費

93.3万円
96.9万円

104.7万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

調理員人件費

178.0万円

189.8万円

199.6万円

令和6年6月 令和7年6月 令和8年6月

給食業務委託費



物価高騰等の状況 ≫入所施設における食費・光熱水費（1人あたり月額）
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15

74

167

261

63

53

18

10

3

0 100 200 300

1万円以上

2万円以上

3万円以上

4万円以上

5万円以上

6万円以上

7万円以上

8万円以上

9万円以上

件数

食費

357

137

23

12

5

1

1

0

0

0 100 200 300

1万円以上

2万円以上

3万円以上

4万円以上

5万円以上

6万円以上

7万円以上

8万円以上

9万円以上

件数

光熱水費

10,000円～99,999円の
回答の平均

※多くの施設の実態を表すため
著しく高額･少額な回答を除く観点から

全回答（n=694）のうち
5桁の回答で平均を算出

食費（n=664）

43,607円 ＋

入所施設における食費・光熱水費は、
基準費用額を大きく上回り、施設が持ち出している状況

➡介護分野にもならい、基準費用額の引き上げが必須
※介護分野では、令和8年度報酬改定により基準費用額（食費）が100円／日引上げられたが、障害福祉分野に同様の措置なし

光熱水費（n=536）

18,521円 ＝ 62,128円

基準費用額
55,500円を
大きく上回る

10万円未満 10万円未満



経営状況

直近単月では5割超、前年比でも微増と、多くの事業所が赤字になる収支構造

➡経営環境の厳しさのなかで福祉サービスを継続するため、
基本報酬の引き上げなど抜本的な対応が必要
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赤字

52.1%

令和7年6月

赤字

54.8%

令和8年6月



令和9年度報酬改定に向けて（経営実感）

約7割が、「重点支援地方交付金」で物価高騰分のカバーは不十分・全くできていないとの回答

7割強が、基本報酬の引き上げがなければ現状事業の維持が困難との回答
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Ｑ１ 「重点支援地方交付金」を活用した障害福祉サービス事業所・施設等への物価高騰対応支援事業
で、電気・ガス代や食材費等の継続的な物価上昇に対し、増加分コストをカバーできていますか？

Ｑ２ 次期報酬改定で、物価高騰等を補う「基本報酬の引き上げ」がない場合、貴事業所（施設）の
経営は今後どうなりますか？

① 「重点支援地方交付金」によって物価高騰分はほぼカバーできており、
経営に支障はない。

② 物価高騰分については「重点支援地方交付金」によるカバーが不十分で
あり、収支悪化や赤字化を招いている。

③ 物価高騰分について「重点支援地方交付金」では全くカバーできておらず、
給食経費の見直しや事業の一部を縮小・休止せざるを得ないような深刻な
状況にある。

④ 「重点支援地方交付金」を活用していない。
（自治体による支援がなかった場合も含む。）

①

17.0%

②

59.7%

③

8.7%

④

14.6%

① 経営努力により収支の維持が可能。

② 収支悪化や赤字により、他事業の補填や借入がなければ3年耐えられない。

③ 1〜2年以内に事業縮小を検討せざるを得ない。

④ 1〜2年以内に廃業・撤退、またはM&A（譲渡）を具体的に検討せざるを
得ない。

①

37.7%

②

48.9%

③

11.6%

④

1.9%



令和9年度報酬改定に向けて（経営実感）

9割以上が、処遇改善加算の引き上げがなければ、さらなる賃上げは困難との回答

8割超が、必要な修繕や災害対策の施設整備が困難との回答
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Ｑ３ 他産業で高水準の賃上げが続く中、報酬改定において処遇改善加算のさらなる引き上げ（拡大）
が行われない場合、貴事業所（施設）で他産業に追従する賃上げを継続することは可能ですか？

Ｑ４ 将来的な建物・大型設備（空調、給湯、エレベーター等）の更新や、災害時の避難機能・防災対
策に向けた「計画的な資金の積立（自己資金の確保）」はできていますか？

① 加算の拡大（引き上げ）がなくても、自己資金（経営努力）によって
他産業並みの賃上げを継続できる。

② 加算の拡大がなければ、自己資金での賃上げはすでに限界に達しており、
これ以上の賃上げは不可能（他産業との格差が広がり、職員の離職や
採用難が致命的になる）。

③ 加算の拡大がない場合、他産業への人材流出を防ぐための賃上げどころか、
定期昇給や賞与の維持すら極めて困難である。

①

5.8%

②

69.5%

③

24.7%

① 現在の基本報酬水準で十分に利益（内部留保）が出ており、計画的な積立
ができている。

② 日々の運転資金（人件費や物価対応）で手一杯であり、修繕・防災のため
の積立は全くできていない（故障時は事業継続の危機）。

③ 資金不足のため、すでに必要な修繕や災害対策を放置・断念せざるを
得ない状態にある。

①

19.3%

②

64.0%

③

16.8%
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